
 

＜契約書別紙 特別養護老人ホームみやざわ苑入居に関する重要事項（説明書）＞別紙 

特別養護老人ホームみやざわ苑利用料金表（適用令和３年４月１日） 

 

 

1. 基本サービス費（介護保険給付の自己負担分 ※高額介護サービス費に該当することがあります。） 

１割負担のかたは、下表の「１日の単位」×１（円）です。  

２割負担のかたは、      〃    ×２（円）〃 。 

３割負担のかたは       〃    ×３（円）〃 。 

１日の単位 
要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

６６１ ７３０ ８０３ ８７４ ９４２ 

（※令和３年９月３０日まで「1日の単価」及び下表の★に該当する加算について、０．１％加算。） 

 

サービス提供体制及び入居者の状況により上記サービス費用に加算される金額 

（※高額介護サービス費に該当することがあります。） 

１割負担のかたは、下表の「１日の単位」×１（円）です。  

２割負担のかたは、      〃    ×２（円）〃 。 

３割負担のかたは       〃    ×３（円）〃 。 

区 分 1日の単位 要件等 

★日常生活継続支援加算 ４６ 
要介護４～５のかた、又は、認知症の重度のかた、
もしくは、たん吸引等の必要なかたが一定割合お
り、介護福祉士を一定割合以上配置 

★看護体制加算Ⅰ（イ） １２ 常勤の看護師を１名以上配置 

★看護体制加算Ⅱ（イ） ２３ 
看護職員を配置基準より多く配置し、看護職員と
24時間の連絡体制を確保している場合 

★夜勤職員配置加算（Ⅱ）イ ４６ 夜勤職員を基準より 1以上多く配置 

★夜勤職員配置加算（Ⅳ）イ ６１ 
夜勤職員を基準より 1以上多く配置。なおかつ、喀
痰吸引等が実施できる介護福祉士を 1 名以上配置
している場合 

認知症専門ケア加算（Ⅰ） ３ 
入居者総数のうち、認知症の重度のかたが一定割合
以上で、かつ認知症の専門的研修の修了者を２名以
上配置し専門的な認知症ケアを実施の場合 

若年性認知症入所者受入加

算 
１２０ 

若年性認知症のかたを個別の担当者を定めて本人
や家族の希望を踏まえた介護サービスを提供 

認知症行動・心理症状緊急対

応加算（７日限度） 
２００ 

認知症の行動・心理症状があって在宅生活が困難の
ため、緊急に入居が適当と医師が判断したかたに対
し、サービスを提供 

外泊時費用 ２４６ 入院か居宅に外泊の場合（１か月に６日を限度） 

初期加算 ３０ 入居した日から起算して３０日以内 

安全対策体制加算 ２０ 
安全対策担当者が配置され、組織的に安全対策を実
施の場合 （入居時に１回） 

再入所時栄養連携加算 
４００ 

（１回の
み） 

入院後、施設の管理栄養士が入院先と連携のうえ栄
養ケア計画を作成し再入所の場合 



科学的介護推進体制加算

（Ⅰ） 
４０ 

（月） 

入居者一人ひとりの身体状態、栄養状態、口腔機能、
認知症等のデータを検証しケアプランに反映、ケア
の向上に取り組んだ場合 

科学的介護推進体制加算

（Ⅱ） 
５０ 

（月） 

必要に応じてサービス計画を見直し、サービスを適
切かつ有効に提供するために必要な情報を活用の
場合 

★ADL維持等加算（Ⅰ） 
３０ 

（月） 

入居者全員について評価し、厚生労働省に提出。6
か月後から評価した値のADL利得の平均値が 1以上
の場合 

★ADL維持等加算（Ⅱ） 
６０ 

（月） 
Ⅰの要件を満たし、ADL利得の平均値が 2以上の場
合 

口腔衛生管理加算（Ⅰ） 
９０ 

（月） 

入居者の状態に応じた口腔衛生の管理を、歯科医師
又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、介護職
員に技術的助言及び指導を実施 

口腔衛生管理加算（Ⅱ） 
１１０ 
（月） 

口腔衛生等の管理に係る計画の内容等の情報を厚
生労働省に提出し、管理の適切かつ有効な実施のた
めに必要な情報を活用した場合 

栄養マネジメント強化加算 １１ 
常勤の管理栄養士を１名以上配置し、栄養ケア計画
に従い、食事の観察を週 3回以上行い、入居者ごと
の栄養状態、嗜好等を踏まえた食事の調整等を実施 

経口維持加算 
４００ 
（月） 

摂食機能障害を有し、誤嚥が認められる入居者に対
して、医師または歯科医師の指示に基づき、多職種
が共同して、入居者の栄養管理をするための食事観
察および会議を行い、入居者ごとに経口維持計画を
作成し、医師又は医師の指示を受けた管理栄養士が
栄養管理を行った場合 

療養食加算 
６ 

（回） 
医師の食事箋に基づき、基準に適合した療養食を提
供している場合 

看取り介護加算Ⅰ（死亡日以

前４５日以上３１日以下） 
７２ 

医師が回復の見込みがないと診断したかたに対し、
本人又は家族の同意を得て看取り介護を行った場
合（退所翌月に死亡の場合、死亡月に入居の実績が
無くても算定ルール上、一部負担を請求することが
あります） 

看取り介護加算Ⅰ（死亡日以

前４日以上３０日以下） 
１４４ 〃 

看取り介護加算Ⅰ（死亡日の

前日及び前々日） 
６８０ 〃 

看取り介護加算Ⅰ（死亡日） １，２８０ 〃 

褥瘡マネジメント加算（Ⅰ） 
３ 

（月） 
褥瘡発生予防のため、定期的に評価し計画的に管理
した場合 

褥瘡マネジメント加算（Ⅱ） 
１３ 

（月） 

施設入居時の評価の結果、褥瘡が発生するリスクが
あるとされた入居者について、褥瘡の発生がない場
合   

排せつ支援加算（Ⅰ） 
１０ 

（月） 

要介護状態の軽減の見込みについて、医師又は医師
と連携した看護師が入居時等に評価するとともに、
6か月に 1回、評価を経て支援計画を作成し、3か
月に 1回、見直しを行う場合 

排せつ支援加算（Ⅱ） 
１５ 

（月） 

Ⅰの要件を満たし、要介護状態の軽減が見込まれる
場合、入居時と比較して排尿・排便の状態の一方が
改善した場合 

排せつ支援加算（Ⅲ） 
２０ 

（月） 

Ⅰの要件を満たし、要介護状態の軽減が見込まれる
場合、入居時と比較して排尿・排便の状態の一方が
改善し、オムツ使用なしになった場合 

サービス提供体制強化加算

Ⅰ 
２２ 

介護職員のうち介護福祉士が８０％以上または、 
勤務１０年以上の介護福祉士が３５％以上 



介護職員処遇改善加算Ⅰ 
基準に適合した介護職員の賃金の改善等を事業所が実施した場合、
基本サービス費と適合するすべての加算（介護職員等特定処遇改善
加算を除く）の合計の 8.3％を加算 

介護職員等特定処遇改善加

算Ⅰ 

基準に適合した介護職員の賃金の改善等を事業所が実施した場合、
基本サービス費と適合するすべての加算（介護職員処遇改善加算を
除く）の合計の 2.7％を加算 

 

※在宅復帰などの際に必要な支援を行った場合に状況に応じ加算する場合があります。 

●在宅復帰支援機能加算（１日１０単位）●在宅・入所相互利用加算（１日４０単位）●退所前

訪問相談援助加算（１回につき４６０単位）●退所後訪問相談援助加算１割のかた１回につき４

６０単位）●退所時相談援助加算（１回につき４００単位）●退所前連携加算（１回につき５０

０単位） 

 

※高額介護サービス費 

サービス費用（保険給付の本人負担）の１か月の合計額が一定の上限額を超えた場合には、

超えた分が長岡市への申請により払い戻されます（高額介護サービス費の支給）。 

 

2. 居住費（保険給付対象外、ただし所得の低いかたは市町村への申請により下記軽減あり） 

1日あたりの居住費は、２，００６円です。利用者負担限度額認定を受けている場合は、「介護

保険負担限度額認定証」に記載されている負担額です。 

 

利用者負担段階 

（１日の負担額） 

第１段階 第２段階 第３段階 第４段階 

８２０円 ８２０円 １，３１０円 ２，００６円 

○ 入院・外泊中の居住

費 

 

・ 利用者負担第 1～第 3段階は、１か月に６日を限度に算定 

・ 利用者負担第 4段階は、入院・外泊の日数どおり算定 

 

3. 食費（保険給付対象外、ただし所得の低いかたは長岡市への申請により下記の軽減あり） 

１日あたり １，６５０円、です。（第４段階） 

利用者負担限度額認定を受けているかた（第１～第３段階）は、「介護保険負担限度額認定証」

の「食費の負担限度額」のとおりです。 

利用者負担段階 

（１日の負担額） 

第１段階 第２段階 第３段階 第４段階 

３００円 ３９０円 ６５０円 １，６５０円 

 

4. その他日常生活にかかる諸費用 ※理美容費、行政手続き代行費、日用品補充等は実費をいただ

きます。 

 

5. 家電用品電気使用料  テレビ、電気毛布、パソコン、ラジカセ等の家電用品持込使用料金とし

て 1日５０円いただきます。 

 

6. 日常生活代行管理費  １か月あたり５００円です。 

 

★社会福祉法人等による利用者負担の軽減 

低所得で生計が困難であるかたで軽減対象用件に該当するかた及び生活保護を受給されている

かたは、長岡市への申請により利用者負担の軽減を受けることができます。 

利用者負担区分 
生活保護受給

者等 

合計所得金額と課

税年金収入額の合

計が 80 万円以下 

市民税非課税世

帯 
一般 現役並み所得者 

個人の上限額月 １５，０００円 １５，０００円 ２４，６００円 ４４，４００円 ４４，４００円 


